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1. 計画の⽬的                                             

本町は、これまで⼈⼝増加や社会的ニーズに対応するため、インフラ系施設を含む様々な公共施設
等を整備してきた。現在、整備から 30 年以上を経過した施設⾯積が 6 割以上を占め、今後、多数の
公共施設等が更新時期を迎える。しかし、⼈⼝減少や少⼦⾼齢化による⼈⼝構造の変化等により、
⼤幅な税収の増加が⾒込めない状況であり、公共施設等の更新や管理等の考え⽅を⾒直す時期が
来ている。 

「⽟東町公共施設等総合管理計画」（以降「本計画」という。）は、本町が保有する公共施設等
の現状を多⽅向から把握し、⼈⼝問題、財政問題、公共施設等の質及び量の問題等の観点から評
価を⾏い、本町の特性やまちづくりを加味した上で、公共施設等の⻑期的な管理⽅針を定めたもので
ある。 

 

２. 対象施設                                              

対象施設は、本町が保有する公共施設やインフラ系施設を対象としている。本計画に掲載している
公共施設等の情報は、平成 27 年度を使⽤している。 

 

３. 計画期間                                              

公共施設等は耐⽤年限が⻑く、整備すると⻑期間の管理を伴うこと、財政⾯と連動したマネジメント
や、将来の利⽤ニーズへの対応等、⻑期的視点でのマネジメント計画が必要である。よって、本計画の
計画期間は、2017 年度（平成 29 年度）から 2056 年度（平成 68 年度）の 40 年間とする。 

本計画を基本として、今後、施設類型別に具体的な管理⼿法を⽰した個別施設計画等が策定さ
れ、計画的に公共施設等のマネジメントが⾏われていく。個別施設計画等の実施状況の点検、⼈⼝、
財政等の時点確認及び将来⽬標、⽅針等の再検証が必要なことから、10 年ごとに本計画の⾒直しを
⾏う。また、社会情勢の変化、⼈⼝、財源状況等、計画条件に変更等が⽣じた場合においても適宜
計画⾒直しを⾏う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

計画策定 ：2016 年度 

計画期間 ：2017 年度から 2056 年度の 40 年間 

見直し時期：10 年ごとに実施 
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４. 公共施設等の実態                                                    

(1) 公共施設の延床⾯積 

本町の公共施設の延床⾯積は
41,032.24 ㎡である。学校教育系施設
が約 6 割と最も多くを占めており、次いで
公営住宅が 1 割強となっている。 

町⺠ 1 ⼈当りの公共施設の延床⾯積
は 7.79 ㎡であり、全国平均値の 3.77
㎡、熊本県平均の 4.55 ㎡を上回ってい
る。 

 
 
 
 

(2) 公共施設の築年別整備状況 

町全体で 30 年以上経過している施設は 6 割を超えており、⽤途別では、学校教育系施設におい
て 6 割弱が 40 年以上経過している古い施設である。 
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(3) 公共施設の構造 

本町の公共施設の構造は、鉄筋コンク
リート造が 7 割弱を占めている。 

構造別建設年度別延床⾯積の割合
をみると、30 年以上経過しているものが、
鉄筋コンクリート造では 7 割半ば、鉄⾻
造では約 9 割、軽量鉄⾻造では 6 割
弱、コンクリートブロック造では 9 割強、⽊
造では 3 割弱となっている。 

 
 
 

(4) 公共施設の耐震化の状況 

本町の公共施設のうち、耐震補強が
実施されていない・未確認の建物の延床
⾯積は全体の 1 割未満である。 

⽤途別耐震補強実施状況の未実施
割合をみると、公営住宅では約 2 割とな
っており、上⽊葉団地がこれに該当する。 

なお、学校教育系施設においては、⽂
科省が要請している旧耐震基準にかかる
校舎や体育館の耐震診断及び耐震補
強はすべて完了している。 

 

(5) インフラ系施設 

本町はインフラ系施設として、⼀般道路、橋梁、農道、簡易⽔道、防災無線、防⽕⽔槽、公園、灌
⽔施設を管理している。 
① ⼀般道路 道路改良率︓78% 

項⽬ 数量 単位 

1 級町道 
実延⻑ 17,199.60 m 

道路⾯積 119,944.64 ㎡ 

2 級町道 
実延⻑ 12,753.70 m 

道路⾯積 73,524.36 ㎡ 

その他町道 
実延⻑ 77,497.80 m 

道路⾯積 390,413.60 ㎡ 

⾃転⾞歩⾏者道 
実延⻑ 4,439.90 m 

道路⾯積 12,991.48 ㎡ 

合計 
実延⻑ 111,891.00 m 

道路⾯積 596,874.08 ㎡ 

耐震性あり
38,256.36㎡
（93.2%）

耐震性なし
未確認

2,775.88㎡
（6.8%）

新耐震基準
22,036.65㎡
（53.70%）

旧耐震基準
18,995.59㎡
（46.30%）

鉄筋コンク
リート造
68.9%鉄⾻造

4.4%

軽量鉄⾻造
0.9%

コンクリート
ブロック造
7.6% ⽊造

18.1%

その他
0.1%
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② 橋梁 
項⽬ 数量 単位 

橋梁 
橋梁数 74 橋 
橋⻑ 703.31 ｍ 

橋梁⾯積 4,522.00 ㎡ 

③ 農道 
項⽬ 数量 単位 

農道 
実延⻑ 187.00 m 

道路⾯積 877.00 ㎡ 

④ 簡易⽔道 普及率︓87% 
項⽬ 数量 単位 

送⽔管 300mm 未満 12,594.20 ｍ 

配⽔管 

50mm 以下 17,857.10 ｍ 
75mm 以下 23,025.60 ｍ 
100mm 以下 19,041.40 ｍ 
150mm 以下 8,704.30 ｍ 

合計 81,222.60 ｍ 

⑤ 防災無線 
項⽬ 数量 単位 

防災無線 16 箇所 

⑥ 防⽕⽔槽 
項⽬ 数量 単位 

防⽕⽔槽 
設置数 73 箇所 
総容量 2,765.00 ㎥ 

⑦ 公園 
項⽬ 数量 単位 

公園 
設置数 13 箇所 
総⾯積 41,012.81 ㎡ 

⑧ 灌⽔施設 
項⽬ 数量 単位 

灌⽔施設 5 箇所 
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５. 公共施設等における更新費⽤の推計                             

 
事後保全型管理＊のままで標準的な耐⽤年数を迎える時期に全ての公共施設とインフラ系施設を

更新する場合、40 年間で約 301 億円の更新費⽤が発⽣する。これを単純に平均すると、年額約
7.53 億円となる。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

＊ 事後保全型管理︓対症療法的に劣化箇所を改修する管理で従来の管理⽅法 
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図 事後保全型管理による更新（建替・更新）のみの場合の費⽤予測 

（年） 

7.53 億円 
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６. 公共施設等に関わる課題                                    

課題 1︓⼈⼝の減少 
本町の⼈⼝は減少しており、30 年間で 900 ⼈以上減少している。また、「⽟東町⼈⼝ビジョン」で

は、今後も⼈⼝減少は続き 40 年後には、さらに 1,000 ⼈以上減少すると想定されている。 
⼈⼝減少は、公共施設利⽤者の減少にもつながるが、利⽤者が減少するからとはいえ、公共サービ

スの⽔準を落とすことはできない。そこで、現在整備されている公共施設の利⽤実態や地域特性を踏ま
えたうえで、今後も必要となる公共施設を統合や集約等の⼯夫で、安定的に維持していくことが重要で
ある。 
 

課題 2︓少⼦化、⾼齢化の進⾏ 
本町は、少⼦化、⾼齢化が着実に進⾏しており、平成 12 年に超⾼齢社会（⾼齢化率 21％以

上）に突⼊した。国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所による推計では、今後も少⼦化、⾼齢化は進⾏す
ると予測している。 

そうした状況の中、学校教育系施設の利⽤者数の減少や、⾼齢者向け施設の需要の増加が予測
され、⼈⼝構造の変化における公共サービスの内容を⾒直していく必要がある。 

 

課題３︓財源の減少 
⽣産年齢⼈⼝減少に伴う税収の減少や⼈⼝構造の変化等により、公共施設においても利⽤⽬的

や利⽤頻度に変化が⽣じることが予測される。公共施設をできる限り⻑く利⽤するとともに、ニーズの変
化に対応した施設の⽤途転換や統廃合等による維持管理費⽤の削減を検討していく必要がある。 

 

課題４︓公共施設等の品質 
本町の公共施設は、供⽤開始から 30 年以上経過している建物が 6 割を超えており、⽼朽化に伴

う修繕や更新が必要となる。 
公共施設の品質を保つため、定期点検や計画的な修繕、⼤規模改修等を⾏い適正に維持管理し

ていく必要がある。 
 

課題５︓公共施設の安全性 
本町の公共施設の 9 割以上の建物は、耐震性を有しているが、耐震性なし・未確認の建物もある。

また、公共施設は様々な⼈が利⽤する施設であると同時に、災害等における避難所としても利⽤される。 
今後の⼤規模災害への対応として、公共施設の安全性の確保と、⽼朽化していく公共施設の改善

や優先的な更新が必要である。 
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課題６︓更新コストの削減 
本町の過去 10 年間の普通建設事業費の平均は約 5.2 億円である。事後保全型管理のまま公

共施設等を更新した場合、40 年間での年平均額は約 7.5 億円が必要となり、普通建設事業費の平
均額を 2.3 億円超えている。また今後、税収の減少、医療・福祉関連経費の増加等が予測され、普
通建設事業費の約 5.2 億円についても確保できる確証はない。 

今後は更新コストを削減するため、事後保全型管理＊1 から予防保全型管理＊2 に切り替えるととも
に、適正規模での更新を⾏っていく必要がある。 

 

課題７︓広域圏での対応 
周辺都市においても、将来的に⼈⼝が減少すると予測され、本町同様、公共施設の利⽤ニーズ等

に変化が起こることが想定できる。 
将来的には、周辺都市と広域利⽤施設の共同利⽤や配置等を検討し、管理コストを削減させるこ

とが重要である。 
 

 

＊1 事後保全型管理︓対症療法的に劣化箇所を改修する管理で従来の管理⽅法 
＊2 予防保全型管理︓点検等により劣化、損傷を早期に⾒つけ改修等を⾏う管理⽅法 
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7. 公共施設等マネジメント⽅針                                  

(1) ⼈⼝減少への対応⽅針 

公共施設等は、利⽤者数、サービス内容等による適正規模での更新を⾏うべきである。本町におい
ては、⼈⼝減少による利⽤者数の減少を踏まえ、公共施設量を圧縮させた更新を基本とする。 

公共施設は、サービス機能の維持や安全性の確保を図りながら、適正規模での更新により施設総
量の縮減を図る。更新時期は、耐⽤年限経過を基本とし、統合化、複合化、⽤途廃⽌等による規模
縮⼩の更新を⾏う。 

新規ニーズにより新たな施設を導⼊する際は、町有する公共施設の総床⾯積の削減を前提に導⼊
を⾏う。 

インフラ系施設は、ライフラインとして必要不可⽋な施設である。今ある施設を将来にわたって機能確
保するため、適切に維持管理を⾏う。 

○ 適正規模での更新による公共施設総量の縮減 
○ 耐⽤年限経過での更新 
○ 統廃合等による規模縮⼩更新 
○ 新規施設を建設する際は、公共施設総床⾯積の総量削減を前提とする 
○ インフラ系施設は、今ある施設を適切に維持管理する 等 

 

(2) 縮⼩する財源への対応⽅針 

公共施設等の更新コストの試算の結果、更新、修繕等を⾏うための財源を更新コストが超過する可
能性がある。しかし、必要な公共サービスは、質を落とすことなく継続しなければならない。 

縮⼩する財源で公共施設等を維持管理していくため、「事後保全型管理」から「予防保全型管理」
へ移⾏することでの修繕コストの削減、施設の⻑寿命化によるライフサイクルコスト＊の縮減、施設の統
合化、複合化等による機能を維持した施設総量の縮減、更新、修繕等コストの平準化等でマネジメン
トしていく。 

○ 「事後保全型管理」から「予防保全型管理」への移⾏ 
○ ⻑寿命化によるライフサイクルコストの縮減 
○ 統合化、複合化等による施設総量の縮減 
○ 更新、修繕等コストの平準化 等 

 

 

＊ ライフサイクルコスト︓施設の全⽣涯（建設から除却まで）に要する費⽤の総額 
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(3) 公共施設等マネジメント⽬標 

増加する公共施設等更新コストと更新等のための財源をバランスさせるため、公共施設等更新コスト
の縮減に関して数値⽬標を設定する。 

 

【数値目標】 

40 年間で公共施設等更新コストを 25％以上削減 
 

(4) 公共施設等マネジメント実施⽅針                                         

① 点検・診断等の実施⽅針 

■ 点検の実施⽅針 
公共施設等を適切に管理するため、施設所管課による「⽇常点検」、建築基準法第 12 条で定め

られた「法定点検」、道路法等に基づき 5 年に 1 度実施する「定期点検」、災害や事故発⽣時に⾏う
「緊急点検」等を適切に実施する。また、「法定点検」の実施対象外施設についても、「法定点検」と同
等の点検を実施する。 

 
■ 診断等の実施⽅針 

これらの点検により、施設の安全性や耐久性へ影響を与えるような躯体の劣化や損傷等を早期に把
握するとともに、劣化、損傷等の進⾏、施設に与える影響等について診断を⾏う。 

点検・診断結果と施設の基本情報、修繕等履歴を⼀元管理するための公共施設等管理データベ
ースを構築し、各種情報を蓄積する。公共施設等管理データベースに蓄積した情報を、次回点検・診
断時、施設の⽼朽化対策検討時、本計画の⾒直し及び個別施設計画策定の際に活⽤する。 

 

② 維持管理・修繕・更新等の実施⽅針 

点検・診断等の結果より得られた施設性能、施設利⽤度等を総合的に勘案し、維持管理、修繕、
更新等適正な管理⼿法を選定し実施する。 

⻑期間使⽤する施設は、計画的な「予防保全型管理」を⾏うとともに、適正時期に⻑寿命化を実
施することで施設の延命化を図り、管理コストとライフサイクルコストの縮減を図る。⼤規模な改修等を
実施する施設は、緊急性や重要性等を踏まえ、実施時期の調整を⾏うことで財政負担の平準化を図
る。 

施設の更新、運営については、指定管理制度による運営をはじめ、ＰＰＰ＊1／ＰＦＩ＊2 等の
活⽤も含めて検討を⾏う。 
 

＊1 ＰＰＰ︓公共サービスの提供に⺠間が参画する⼿法の概念 
＊2 ＰＦＩ︓公共施設等の建設、維持管理、運営等を⺠間資⾦、経営ノウハウを活⽤する⼿法 
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③ 安全確保の実施⽅針 

点検・診断等により、施設の劣化や損傷等の状況把握に努める。施設の劣化や損傷等の危険性が
認められた施設については、施設の使⽤を中⽌し安全措置を講じた上で、施設の継続使⽤を速やかに
検討する。継続使⽤と判断された施設は、適切な対策により安全性を確保する。 

⽼朽化等により⽤途廃⽌された施設は、防犯、防災、事故防⽌や周辺環境への影響等の観点から、
速やかに建物の除却や敷地の整地等を⾏い、安全性を確保する。 

インフラ系施設は、⽼朽化等により安全⾯でのリスクが増加し、⼤事故を引き起こす可能性が⾼まる。
⽇常点検、定期点検に加え、防災や耐震性能の向上を図るなど、危険性の低減に努める。 

 

④ 耐震化の実施⽅針 

旧耐震基準で建設され、耐震性がない施設及び耐震性が確認されていない施設は、「⽟東町建築
物耐震改修促進計画」に基づき、耐震診断、耐震改修⼯事を実施する。 

特に、災害時応急対策拠点として重要な役割を果たす庁舎の耐震化は急務である。災害時避難
施設として重要な役割を果たす学校の校舎や体育館の構造部分の耐震化対策は終了している。今
後は⾮構造部分（天井、棚、照明施設等）について、落下、転倒等による被害を防ぐための耐震化
対策を⾏う。 

インフラ系施設の耐震化は、対策が必要な施設に優先順位を付け、計画的に対策を⾏っていく。 
 

⑤ ⻑寿命化の実施⽅針 

策定済みの「⽟東町公営住宅等⻑寿命化計画」や「⽟東町橋梁⻑寿命化修繕計画」は、継続的
に⾒直しを⾏い、施設の⻑期活⽤を図る。個別施設計画等未策定の施設については、本計画に準じ
て策定する。 

⻑期間使⽤する公共施設は、点検等の結果や、各部材の修繕周期に対応した「予防保全型管理」
を⾏うことで修繕コストの縮減と、施設の延命を⽬的とした⻑寿命化により、ライフサイクルコストの縮減を
図る。 

⻑寿命化の事業実施は、施設の利⽤状況、緊急性や重要性等を勘案し、類型別施設の中での優
先順位に基づいて計画的に進める。 

⻑期的な視点で財政負担の軽減に努めるとともに、⼤規模改修や更新等の集中を避けることで財
政負担の平準化を図る。 
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⑥ 統合や廃⽌の実施⽅針 

■ 統合等の実施⽅針 
⼈⼝減少や⼈⼝構造の変化等により、施設の利⽤ニーズや施設規模等に変化が⽣じることが予測

される。また、財政状況も厳しくなることが予測されることから、今後の施設更新は、極⼒単⼀機能での
更新は⾏わず、機能の統合等に取り組むことで、施設総量削減による更新コストの縮減を図る。 

現在の施設規模、施設機能が不要な施設は、他⽤途への転換、他施設との統合化、複合化等を
検討する。 

施設の統合化、複合化等を検討する際は、町有施設はもとより、周辺都市の類似機能施設や⺠
間施設等の利⽤の可能性についても検討を⾏う。 

施設の統合化、複合化等を検討する際は、ＰＰＰ／ＰＦＩの活⽤についても検討する。 
■ 廃⽌の実施⽅針 

将来的に利⽤が⾒込めない施設や、今後利⽤ニーズの減少等が⾒込まれる施設、⽼朽化等により
未利⽤となっている施設は、施設維持の必要性について検討する。不要となった施設は、⽤途廃⽌を
⾏い、⺠間への売却、貸付等や、施設の統合化、複合化、他⽤途への転換等により、町有施設の有
効活⽤と管理コストの低減を図る。 

 

⑦ 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築 

総合的かつ計画的な管理を実現するため、本計画の趣旨を全職員が理解し、コスト意識を持って、
全庁的な体制で適正管理に取り組む。 

施設所管課においては、建築や⼟⽊等に関する技術の取得と専⾨資格の取得を推進し、管理体
制の強化を図る。また、施設の情報管理、維持管理、運営管理を⾏うとともに、本計画の⽅針を踏ま
えて個別施設計画等を⽴案し、適切に管理していく。 

本計画の推進に当たっては、施設所管課、財政部署がそれぞれの役割を分担するとともに、連携を
図りながら⼀元的に取り組む。 

全庁的に施設の管理に関する課題等に取り組んでいくが、広域的な課題等に関しては、周辺都市
や熊本県、指定管理者等と連携しながら取り組む。 
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8. 全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有⽅策                    

(1) 全庁的な取り組み体制の構築 

これまでの公共施設等のマネジメントは、担当する施設所管課がそれぞれ取り組んできており、更新、
修繕等の費⽤の予算化の際、総務課と調整を⾏ってきた。 

今後、本計画の数値⽬標を⽬指して、計画的に公共施設等のマネジメントを⾏うには、個別施設計
画等の内容調整、進捗状況の管理、施設管理に要する財源の把握等を⼀体的に管理する担当部
署を新設し推進することが望ましい。しかし、現状担当部署を新設することは難しいことから、全庁的に
公共施設等のマネジメントに取り組む体制を構築する。その際、施設等の管理に関する情報の⼀元管
理や、外部組織も含めた横断的な調整機能が必要となるため、その機能として（仮称）⽟東町公共
施設等対策会議の設置を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 情報管理・共有⽅策 

施設所管課が保有する施設情報等は、「公共施設管理データベース」の構築により、情報の⼀元化、
共有化を図り、本計画の⾒直しや個別施設計画等策定等に活⽤する。施設所管課で策定した個別
施設計画等についても全庁で共有化する。 

本計画⾒直し及び個別施設計画等策定時は、アンケートやパブリックコメント等を実施し、住⺠を含
め関係団体との情報の共有化を図る。 

 

 

 

（仮称）玉東町公共施設等 

マネジメント委員会 

（外部組織） 

（仮称）玉東町公共施設等 

対策会議 

総括管理兼財政担当 

（総務課） 
パブリックコメントの実施 

意見反映 

情報の共有化 

案提示 

意見提案

個別施設計画、 

進捗等調整 

インフラ系施設所管課 公共施設所管課 

公共施設等管理ＤＢ等による 

情報の一元化、共有化 
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９. フォローアップの実施⽅針                                                

本計画は、40 年間の⻑期的な計画期間を設定しており、その間に様々な社会情勢の変化等が⽣
じると予測される。そこで、10 年を⽬途に、個別施設計画等に基づく施設管理の実施状況を点検、評
価し、基本⽅針のさらなる充実、強化に努めるとともに、社会情勢、⼈⼝問題、施設の⽼朽化の進⾏、
利⽤ニーズの変化、財政状況等を踏まえて計画の⾒直しを⾏う。 


